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1はじめに
　中央教育審議会は、平成24年８月28日「新たな
未来を築くための大学教育の質的転換に向けて～
生涯学び続け、主体的に考える力を育成する大学
へ～」と題した答申を行った。これは平成20年９
月に文部科学大臣から受けた「中長期的な大学教
育の在り方について」という包括的な諮問に対す
る答申である。諮問では、「教育立国」を目指して、
日本の大学教育の質を保証し、社会からの信頼の
向上を図るため、特に次のような事項を中心に逐
次検討していく必要があるとしている。
（1）社会や学生からの多様なニーズに対応する大
学制度及びその教育の在り方について
（2）グローバル化の進展の中での大学教育の在り
方について
（3）人口減少期における我が国の大学の全体像に
ついて
　いずれの課題も高等教育を巡って長年論議され
てきたことであるが、進学率の増加、少子化、国
際化の必要性、IT、ICTの急速な進歩を背景にし
て、従来の論議を振り返り、再考の必要が出てき
たのである。
　４年間にわたる審議過程では、平成20年９月の
リーマン・ショックや、平成23年３月11日の東日
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図１　学生の学修時間の現状
我が国の学生の学修時間（授業、授業関連の学修、卒論）はその約半日の一日4.6時間とのデータもある。
これは例えばアメリカの大学生と比較しても少ない。
学生の活動時間の分布（計 8.2時間）
出典：東京大学　大学経営政策研究センター（CRUMP）『全国大学生調査』2007年、サンプル数44,905人　
http://ump.p.u-tokyo.ac.jp/crump/
NSSE（The National Survey of Student Engagement）
授業に関連する学修の時間（１週間あたり）
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材の育成が求められるとして、学生の知的潜在力
を積極的に受け止め、それを更に引き出すための
大学教育の質的転換の重要性を指摘している。特
に日本の学生の学修時間が短いことや（図１）、
知識を重視した講義形式の授業が、その効果を十
分に検討しないまま行われていることなど、高等
教育における教授方法について、より明確な指摘
も行われた。
　更に答申に示されたように、我が国の大学進
学率は50%を超えた頃から停滞している（図２）。
多様な学生を対象とした教育を行い進学率を上げ
るためには、教育方法についてより活発な議論が
必要である。従来行われてきた、教育する側から
学習する側への一方向の教授方法が効果的ではな
いことは明らかであるにも関わらず、大学におけ
る教育の大半は、知識を重視した講義形式の授業
である。大学における教育方法を改善すれば、多
くの学生、年齢、資質など多様な学生を対象とし
た魅力的な教育が可能となり、進学率の増加、ま
た大学に対する評価も向上するであろう。
本学における教育方法改善の試み
　2008年度にメディア教育開発センターから出さ
れた「eラーニング等のICTを活用した教育に関
する調査報告書（2008年度）」によると、大学で
81.6％、短期大学で53.3%が、ICT活用教育を導入
しているという。多くの大学が、「効果的な教育
を実施するため」「多様な学習形態へ対応するた
め」としている。また調査結果から、実施の方
法として、対面授業とICT活用教育をブレンドし
た教育が行われていることが分かる。ICT教育と
図２　世界の高等教育機関の大学進学率の推移
先進諸国の多くが、大学進学率を上昇させる中で、日本の伸びは低位
OECD「Education at a Glance」を基に作成。ただし1990年のデータについては、日本、アメリカ、イギリス、
ドイツについては文部科学省調べ。韓国、オーストラリアについては、UNESCO「Global Education Digest」
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ともに、LMS（Learning Management System）
を導入している大学は約52.8%、短大では46.4%で
ある。LMSを導入している大学では、主として
学習管理機能、成績管理機能を使用するとともに、
レポート提出機能やチャットなど学生同士のコミ
ュニケーション機能を用いていることが分かる。
高等教育の質保障を担保するため、ICT教育を行
っている大学の多くが、対面授業と同等の学習効
果を把握するため、通常試験に加え適宜アンケー
トを使っていることも報告されている。しかし多
くの大学が抱える課題はコンテンツの作成、教育
側のICT技術の向上であり、これは多くの大学あ
るいは教員個人が抱える課題でもある。
　本学が導入した dotCampus は、教材などを
WEB上で呈示するCMS（Contents Management 
System）と、学習進捗や成績管理などを行うLMS
（Learning Management System）をコアとした
総合ICT教育システムである。2014年度からの導
入は、十分な準備期間がなかったこともあり、こ
の１年間の教育上の使用実績は多くはないと思わ
れるが、履修登録や掲示板機能は活用されており、
目標通り、ほとんどの学生に浸透したと言える。
一方教育上の使用が少いことは、このシステム本
来の使い方に関して十分な議論が行われなかった
ことに原因がある。
　ICTを活用した教育は、教材のデジタル化や
WEB上の情報の取得だけではなく、知識重視の
教育から主体的に考える教育へと代えることがで
きるのであり、代えなくてはならないのである。
　ここ数年、教室で講義を聴くだけではなく、学
生が積極的に参加する授業が模索されてきた。例
えば、授業中に教育側から一人の学生に質問して
答えさせるのではなく、全学生の反応を取得する
方法としてクリッカーが用いられるようになって
きた。古くから用いられてきた有線のリスポンス
アナライザーを無線化し、多人数で使えるように
したものである。（注１）dotCampusで学生の反
応を得る場合は、アンケートを使うことが出来る。
この場合には、学生が携帯端末を持っているこ
と、若干のタイムラグが生じることなど課題はあ
るが、教育上問題となることはないであろう。こ
れもまた、アクティブ・ラーニング（注２）の一
方法であり、教育を代える試みとして多くの大学
で採用されている。
注１【クリッカー】学生一人一人が手のひらサイズのリモ
コンを持ち、講義中に出される質問に対してリモコンの
番号を押して回答するシステムで、学生の回答は瞬時に
集計され、結果がグラフ等でスクリーンに映し出される。
講義者と学修者の双方向コミュニケーションを可能にす
るツールの一つであり、学生の集中力を保つとともに、
学生の理解度をその場で把握して授業に反映することが
でき、授業の質を高めるうえで効果的な方法の一つとさ
れている。（文部科学省高等教育用語解説）
注２【アクティブ・ラーニング】教員による一方向的な講
義形式の教育とは異なり、学修者の能動的な学修への参
加を取り入れた教授・学習法の総称。学修者が能動的に
学修することによって、認知的、倫理的、社会的能力、
教養、知識、経験を含めた汎用的能力の育成を図る。発
見学習、問題解決学習、体験学習、調査学習等が含まれ
るが、教室内でのグループ・ディスカッション、ディベ
ート、グループ・ワーク等も有効なアクティブ・ラーニ
ングの方法である。（文部科学省高等教育用語解説）
CMS/LMSを駆使した新しい教育方法の可能性
　dotCampusの機能を、新しい教育システムと
の関係で見て行きたい。本学のシステムには学生
への連絡機能の他、掲示板機能、アンケート機能、
教材配布機能、レポート収集機能、テスト実施機
能、成績表示機能などがある。これらの機能を活
用して、学習者が積極的に学修するアクティブ・
ラーニングを推し進めることが可能である。また、
図書館や情報センターを中心としたラーニングコ
モンズ（注３）を形成して、学びあいを支援して
いくことも可能である。
注３【ラーニングコモンズ】複数の学生が集まって、電子
情報も印刷物も含めた様々な情報資源から得られる情報
を用いて議論を進めていく学習スタイルを可能にする
「場」を提供するもの。その際、コンピュータ設備や印
刷物を提供するだけでなく、それらを使った学生の自学
自習を支援する図書館職員によるサービスも提供する。
（文部科学省高等教育用語解説）
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掲示板の利用
　掲示板は、誰もが自由に発言できるコミュニケ
ーションツールである。ここで質問したり、意見
を発信したり、自由に意見交換を行うことが出来
る。担当教員は話題をフォルダ分けし、学習者が
個々の話題に積極的に参加する意欲を持つよう工
夫することが求められる。dotCampusにおける
掲示板機能には、管理者として次の12の権限が含
まれている。
１　掲示板のフォルダを管理する
２　話題を提起する
３　発言する
４　他の人の発言にコメントする
５　発言を削除する
６　発言を検索する
７　発言を禁止する
８　話題を非表示にする
９　 学生による発言をCSV形式でダウンロード
する
10　携帯電話で掲示板を利用する
11　発言内容を整理する
12　掲示板への発言状況をメールで通知する
　
　これらの機能を使って、担当教員が話題を提供
し、グループを編成するなど、学習者が討論に積
極的に参加するよう工夫することにより、ネット
ワークの上でグループディスカッションが可能
となる。教員も積極的に意見を出すことによっ
て効果的な協同学習、LTD（Learning Through 
Discussion）を行うことが出来るであろう。
掲示板とアンケートの併用
　dotCampusでのアンケートは、リアクション
ペーパーや小テストとして利用することによっ
て、学習者に、教育者との継続的なコンタクトを
可能とするものである。また掲示板機能はスマー
トフォンが使える環境の場合、授業中のアンケー
トや小テスト、掲示板への書き込みを教室内のプ
ロジェクターに表示することも可能である。アン
ケートあるいは掲示板を用いて、予め授業内容に
関する質問を掲示し回答を求め、授業時に結果を
フィードバックすることで授業自体の補助的教材
とすることも出来る。このようにアクティブ・ラ
ーニングの重要な役割を果たすのがアンケート機
能と掲示板機能である。
教材の配布と学修進捗状況の確認
　教材はdotCampusの教材ライブラリに保存し
ておくことも出来るし、その他のデバイス上のフ
ォルダに格納しておくことも可能である。いずれ
にしろ「お知らせ」で通知したり、「まNavi」の
授業日程に合わせて格納しておけば良いであろ
う。ファイルをいつ閲覧したかは進捗状況で確認
することが出来るので、未読の学生には注意を喚
起したり、授業への積極性として成績に反映させ
ることも出来る。
　学修進捗状況の確認ができることは、学生個々
の学修状況を把握できることになる。提供した資
料を見ていない学生には、個別の指示あるいは課
題を出すことが可能である。未読の学生は進捗状
況一覧から容易に見い出すことが出来るので効率
的な個別化した指導が可能である。
まNaviと反転授業
　反転授業（FC：Flipped Classroom）は講義形
式の一方向の授業を改善する方法として2000年代
始めから提案されている。学生が講義時間外に自
宅等、教室外のICT環境で配信、指示され内容を
自主的に学び、教室ではグループ学習を行うこと
である。ディスカッションや問題解決学習などの
活動は、協同学習の手法としてすでに確立してお
り、教育現場において広く導入されてきた。この
背景には、学校の内外でコンピュータやインター
ネットの普及が進み、デジタル教材の作成やネッ
ト上での配布が簡単になったことがあるであろ
う。dotCampusでは、事前に学習を指示する教
材を、まNaviのフォルダに置いておくことが出
来る。学習を指示する教材として、テスト、文書
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ファイル、プレゼンテーションファイル、ビデオ
ファイル、デジタル図版、デジタル写真等を保存
しておくことが可能である。また最近では無料
のMOOC（大規模オンライン公開講座： Massive 
Open Online Courses）のURLを指示し、これを
活用して授業準備を行い、教室における協同学習
を効果的に行うことも可能となった。オンライン
公開講座には、多くの大学授業や、分かりやすく
編集されたビデオ教材などが提供されており、授
業の担当教員の負担が減ることによって、その力
を「考える力」を育てることに傾注させることが
出来るようになるのである。
　このように反転授業では、授業時間にPBL
（Problem-Based Learning） 課 題 解 決 型 学 習、
TBL（Team-Based Learning）チーム基板型学
習の形式で協調学習を行うことが出来る。従来の
ように授業時間内にビデオを見せながら解説する
教育方法は大きく変わることになるであろう。
eカルテと個別化教育
　dotCampusにあるeカルテは、高等教育におけ
る評価基準明示の重要な役割を果たすものであ
る。まNaviの個別指導フォルダと連携して、個
別化した指導にも役立たせることが出来る。評価
基準を明確にすることによって、学生に学修の目
標を明示することが可能であろう。将来的には、
授業担当者のみによらない評価方法に繋がること
も考えられる。ルーブリック（注４）のような客
観的な評価基準、更に、学生自身も納得し再挑戦
したいと思うような双方向性の評価に近づけるこ
図３　ｅカルテ情報
基準（評定）：
設定 上限 下限 削除
S
A
B
C
D
100 ％
89 ％
79 ％
69 ％
59 ％
90 ％
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70 ％
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基準（領域）：
領域 領域コード 比重 削除
その他
レポート成績
アンケート
試験
ETC
HWORK
Quiz
TEST
20 ％
30 ％
20 ％
30 ％
 削除
 削除
 削除
 削除
領域の追加
 評価基準の公開
評価基準を公開すると、コース情報ページに設定された基準が公開され、学生が見ることができるようにな
ります。まだ基準を登録していない場合は、下部の「基準（評定）」および「基準（領域）」を登録してください。
 学生への詳細成績の提示
eカルテの学生画面で、詳細成績を提示するかどうかの設定を行ないます。詳細成績を提示しない場合は、学
生は成績が確定された時点で、最終の成績のみ見ることができます。詳細成績を提示した場合、学生は教員
が登録した成績をリアルタイムに確認することができます。（特定の評価項目のみ非表示としたい場合は、成
績登録画面で各評価項目ごとに無効に設定します。）
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とが、質の保証となるであろう。
　現在のdotCampus（図３）では、Ｓ評価がな
かったり、出席点の項目があったりと改善が必要
であるが、今後、学内でより良い客観的な評価方
法を検討することが必要である。Ｓ評価は評定の
追加で加えることが出来るが、最上段に表示する
ためには追加した後、ABCDの評価を削除して、
順に後から追加すると表示順序が整う。また、出
席点は削除し、その他必要な基準領域を加える。
これらの処理をした後、掲示板等で到達目標や評
価基準の詳細を通知し、且つ、学生が自分の評価
を常時参照できるように当該学生にのみ公開する
ように設定することが出来る。設定は面倒なよう
だが、それ程時間はかからないであろう。このシ
ステムを使って学修を詳細な評価によって動機づ
けるためには、アンケートや小テスト、掲示板に
よる協同学習へのコメントなど、タイミングの良
いフィードバックが必要である。このような評価
の明確化は、高等教育の改革の中で重要な位置を
占めている。学生個人個人の到達度を把握して対
応するだけではなく、学生の学習意欲の向上に役
立ち、また評価の客観性を高めるものである。大
学全体としては「質の保障」のひとつと考えられ
ている。
注４【ルーブリック】米国で開発された学修評価の基準の
作成方法であり、評価水準である「尺度」と、尺度を満
たした場合の「特徴の記述」で構成される。記述により
達成水準等が明確化されることにより、他 の手段では
困難な、パフォーマンス等の定性的な評価に向くとされ、
評価者・被評価者の認識の 共有、複数の評価者による
評価の標準化等のメリットがある。
　　コースや授業科目、課題（レポート）などの単位で設
定することができる。 国内においても、個別の授業科
目における成績評価等で活用されているが、それに留ま
らず組織や機関のパフォーマンスを評価する手段とす
ることもでき、米国AAC&U（Association of American 
Colleges & Universities）では複数機関間で共通に活用
することが可能な指標の開発が進められている。
結び
　本学の教育システム改革は始まったばかりであ
る。dotCampusはアクティブラーニング（能動
学習）を実施するためにも有効である。更に、仮
想空間を利用して、教員、学生同士が参加する学
修、ディープラーニング（深い学習）へと活用す
ることも出来る。しかし現在のシステム使用率は、
他大学に比較して非常に低く、学生への通知メー
ル送信機能である「お知らせ管理」を含む教育側
使用者率は10%に満たないであろう。他大学の例
では、使用率の統計を全教員に明示することによ
って、初年度2,30％から３年目では60%としてい
る大学もある。本学においては、今後、個々の授
業科目、分担授業科目、実習教育科目、履修カル
テ、課外学習、学生の進路等の、福利厚生などの
システムが、ひとつのシステム上で運用可能とな
れば、個々の学生に関する情報が集約され、個別
化した教育プランを実行しやすくなるであろう。
新しい教育システム構築と運用が「個人情報の管
理は大丈夫か」といった一言で一蹴されることな
く、物理的なシステムの分散、緻密なアクセス管
理システムによって可能であり、従来の方法より
はるかに安全であることが理解されるように啓蒙
しつつ、全体の合意を形成することが必要である。
　少子化を迎えて大学を取り巻く環境は厳しくな
ることが予想される。しかし本来教育は環境の変
化に対応することよりも、より良い教育を求めて
教育改革を行うべきものである。本学こそは教育
の基本に立ち返って、学生一人ひとりが、生涯学
び続ける人間となるような学習環境を整備してい
かなければならない。
引用文献
・「eラーニング等のICTを活用した教育に関する
調査報告書（2008年度）」メディア教育開発セ
ンター　平成21年３月
 （かねこ　なおひろ　子ども学部）
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